
様式１ 

 

大阪・関西万博・鳥取県ゾーン設置運営等業務 

公募型プロポーザル参加資格確認書兼参加申込書 
 

＜送付先＞ 

鳥取県政策戦略本部政策戦略局関西本部万博推進室 宛て 
 

記 

 

１ 参加者 

   住 所                                      

   氏 名                                    印 

     （法人・団体にあっては、名称及び代表者の氏名。押印又は署名をお願いします。） 

   担当者名                                    

   電話番号                   （日中連絡可能な番号をご記載ください） 

   電子メール            ＠                      

 

２ 確認事項（以下の要件にすべて合致すること） 

項目（該当する箇所にチェックを入れてください） 

① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない。 □ 

② 令和３年鳥取県告示第 457 号（物品等の売買、修理等及び役務の提供に係る調達契約

の競争入札参加者の資格審査の申請手続等について）に基づく競争入札参加資格を有

するとともに、その業種区分が「イベント・広告・企画」の「イベント企画・運営」

に登録されている。 

□ 

③ 本件調達の公告日から本書提出日までの間のいずれの日においても、鳥取県指名競争

入札参加資格者指名停止措置要綱（平成７年７月 17 日付出第 157 号）第３条第１項

の規定による指名停止措置を受けていない。 

□ 

④ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立てが行われ

た者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立て

が行われた者ではない。 

□ 

⑤ 鳥取県内に本店、支店、営業所又はその他の事業所を有している。 □ 

⑥ 過去 10 年間（平成 26 年度以降）に、国または地方公共団体のいずれかから受託した

運営期間が 30 日間以上の類似の業務を行った実績を有している。（類似の業務とは、

イベント、展示会 等における展示物の運営等を指す。） 

  ※実績を有していることがわかる書類を添付すること。 

□ 

⑦ 共同企業体等複数者から成る組織の場合は当該共同企業体の構成員が法人格を有し、

上記①③④の条件を全て満たしていること。また、共同企業体の構成員のうち、いず

れかの者が上記②⑤⑥の条件を満たしていること。 

なお、共同事業体等により参加する場合は、代表となる主体を定めること。同時に複

数の共同事業体の構成員になることはできず、また、共同事業体に所属しながら自ら

が単独で提案を行うことはできない。 

□ 

備考 

提出書類の記載事項について虚偽の記載をした者に対しては、指名停止を行うことがあります。 

 

提出期限 令和６年７月２４日（水）午後５時１５分まで 


